
１ 予算規模

（単位：千円、％）

現計予算額 ６月補正額 累計額 令和元年度 令和元年度

対現計予算比 対前年同期比 ６月補正額 同期予算額

A B C(A+B) C/A C/E D E

142,345,000 1,511,914 143,856,914 101.1 123.9 1,576,800 116,086,800

79,265,961 18,911 79,284,872 100.0 99.4 79,729,425

123,972,087 500,000 124,472,087 100.4 123.9 100,433,085

345,583,048 2,030,825 347,613,873 100.6 117.3 1,576,800 296,249,310

２ 予算の概要

（１）新型コロナウイルス感染症対策 1,317 百万円

新生児応援特別給付金給付事業

放課後児童クラブ、保育所、認定こども園等感染症拡大防止事業

ひとり親世帯等応援特別給付金給付事業

新型コロナウイルス感染症医療対策業務

発熱外来業務

理容業・美容業・療術業に対する経営支援給付金事業

ドライブインシアター事業

観光イベント魅力発信事業

オンライン学習環境整備事業

学校給食無償化事業

学校給食事業者支援事業　ほか

（２）災害関連事業 173 百万円

緊急河川浚渫事業（3件）

（３）その他 541 百万円

住民税原票管理システム更新業務

国民健康保険総合システム再構築業務等＜国保会計＞　ほか

合　計

　令和２年度６月補正予算は、新型コロナウイルス感染症対策事業や災害関連事業など、５月補正
予算編成後、早期に新たな対応が必要となった事項に係る経費を計上しています。

※公債管理特別会計の予算額は、他の会計の公債費と重複するため除外しています。

緊急自然災害防止対策事業（3件）

令和２年度　６月補正予算案の概要

区分

一般会計

特別会計

企業会計
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３ 事業一覧

予算額（千円）

（１）新型コロナウイルス感染症対策 1,317,251

ｱ 新生児応援特別給付金給付事業 <企画課> 30,000

特別定額給付金の基準日の翌日以降（4月28日）に出生した子どもの

母親を対象に給付金を支給

　給付対象：新生児の母親

　給付要件：【母親】4月27日に本市の住民基本台帳に記録されている者

　　　　　　　　【新生児】4月28日～6月30日の期間に出生し、本市の住民

　　　　　　　　　　　　　　基本台帳に記録された者

ｲ 放課後児童クラブ、保育所、認定こども園等感染症拡大防止事業 46,918

<子育て政策課>

<幼児保育課>

放課後児童クラブ、保育所、認定こども園、認可外保育施設、子育て

支援センターに感染拡大防止対策として、マスク、消毒用エタノール

等の衛生用品を配備

　1施設あたり令和元年度と合算して500千円以内

ｳ ひとり親世帯等応援特別給付金給付事業 <こども家庭支援課> 53,000

ひとり親世帯等の生活支援として、児童扶養手当の受給者を対象に給

付金を支給

　給付対象：6月分の児童扶養手当受給者、6月中に児童扶養手当を申

　請し、認定を受けた者

　給付額：1世帯につき2万円

　給付時期：8月末を想定　想定世帯数：2,550世帯

ｴ 新型コロナウイルス感染症医療対策業務 <保健医療政策課> 116,000

新型コロナウイルス感染症に対する医療対策として、相談、検査、入院

医療費等における業務体制のさらなる充実を図る

※相談窓口相談員の増員（6人）、PCR検査の民間委託等

ｵ 発熱外来業務 <地域医療課> 24,000

医療現場での感染拡大を防止するため、下関市夜間急病診療所に

発熱外来を設置

診療時間：月～土曜日（祝日を除く）　午後２時～５時

事業名
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予算額（千円）事業名

ｶ 業態転換支援事業 <産業振興課> 10,000

４月補正予算に計上した業態転換に係る支援事業を拡充し、対象事業

者として、「飲食事業者」に加え、「小売事業者」及び「サービス事業者」

を追加

※転換に要した経費の2/3（上限20万円）を補助

ｷ 中小企業体質強化特別融資等保証料補給事業 <産業振興課> 60,000

中小企業者支援策として3月から実施している制度融資における保証

料補給率の引き上げに伴う補給金の増額

　保証料補給率：3/10から10/10に引き上げ

ｸ 理容業・美容業・療術業に対する経営支援給付金事業 <産業振興課> 111,000

４月補正予算に計上した経営支援給付金事業を拡充し、対象事業者

として、「飲食・宿泊事業者」に加え、「理容・美容・療術事業者」を

追加

※１事業者あたり10万円を支給　　対象件数　1,100事業所

ｹ ドライブインシアター事業 <観光政策課> 12,000

３密を避けつつ、市民が心豊かに時間を過ごせるファミリー向けドラ

イブインシアターを実施。また、会場の車内で飲食が可能となるよう、

車へ直接飲食物のデリバリーができる体制を整え、飲食事業者への

新たな需要も創出

開催概要：8月以降　市内３会場で計24回の開催を予定　

入 場 料：2,000円/台（予定）

ｺ 観光イベント魅力発信事業 <観光政策課> 6,000

しものせき海峡まつりで上演される上臈道中を、市内各所で上演する

とともに映像化、多言語化し、本市の魅力を国内外に発信

また、上演によりイベント関連事業者及び観光バス事業者を支援

開催概要：夏～秋　土日を中心に計6日上演（2公演/日）（想定）

ｻ 観光宣伝映像配信事業 <観光施設課> 3,000

市内の映像制作事業者が地元ならではの感覚で、市内の観光スポット

の臨場感のある動画を制作し、下関の魅力を全国に発信

制作動画数：6本（市内6エリア）

ｼ オンライン学習環境整備事業 <教育政策課> 677,783

（GIGAスクール構想推進事業） <教育研修課>

緊急時のオンライン学習環境を整備するため、児童・生徒 <学校支援課>

1人1台のタブレット端末の配備（小学校4年～中学校3年）

と大型モニター等を整備

教職員のICT機器の利活用をサポートするための環境を整備

※整備台数　タブレット端末：12,571台　大型モニター：545台
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予算額（千円）事業名

ｽ 学校衛生環境確保事業 <学校保健給食課> 4,000

小・中学校の衛生環境の適正保持及び健康診断時の児童・生徒、

医師等の安全確保のためマスク、消毒液等の衛生用品を配備

ｾ 学校給食無償化事業 <学校保健給食課> 150,000

学校の休業に伴い、家計の負担が増大している小・中学校の保護者

世帯の負担を軽減するため、令和2年度1学期の市立小・中学校の

給食費を無償化

ｿ 学校給食事業者支援事業 <学校保健給食課> 12,000

学校の休業により、給食が長期間中止されたことで、経営に大きな

影響を受けている給食事業者に対し、事業継続のため給付金を

支給

※1事業者あたり　10万円または50万円　

　　給食事業が経営の主たる部分を占めるなどの事情がある場合、

　　50万円を加算支給

ﾀ 救急搬送器材整備事業 <消防局警防課> 1,550

新型コロナウイルス等の感染患者の搬送時に救急隊員や患者家族等

への感染拡大を防止するため、「搬送用アイソレーター装置」を整備

整備台数：1台

（２）災害関連事業 172,900

ｱ 緊急自然災害防止対策事業 <道路河川建設課> 142,400

緊急自然災害防止対策事業債を活用した道路改修（3件）

対象路線：勝山小野1号線、安岡・内日線、殿敷稲光日野線

ｲ 緊急河川浚渫事業 <道路河川管理課> 30,500

緊急浚渫推進事業債を活用した河川浚渫（３件）

対象河川：才川、真菰川、湯谷川

（３）その他 540,674

ｱ 住民税原票管理システム更新業務 <市民税課> 2,852

住民税の賦課に必要な原票管理システムを更新

ｲ 国民健康保険総合システム再構築業務等＜国保会計＞ <保険年金課> 18,911

国民健康保険総合システムを再構築
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予算額（千円）事業名

ｳ 特別会計への繰出金 <保険年金課> 18,911

国民健康保険特別会計繰出金

ｴ ボートレース事業の繰出金の増額＜ボートレース事業会計＞ <ボートレース事業課> 500,000

収益事業収入を一般会計に繰り出すための繰出金の増額

ｵ 債務負担行為

住民税原票管理システム更新業務　ほか1件

国民健康保険総合システム再構築業務　　＜国保会計＞
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４ 一般会計の状況（款別内訳）

（単位：千円、％）

現計予算額 ６月補正額 累計額
令和元年度
同期予算額

増減比

A B C(A+B) D (C-D)/D

33,084,374 33,084,374 33,188,265 △ 0.3

7,562,929 7,562,929 6,739,413 12.2

25,879,485 25,879,485 26,152,308 △ 1.0

564,217 564,217 786,004 △ 28.2

3,756,490 10,896 3,767,386 3,823,605 △ 1.5

43,556,000 1,609,452 45,165,452 17,125,960 163.7

8,158,835 6,855 8,165,690 8,176,786 △ 0.1

351,506 351,506 1,316,763 △ 73.3

5,358,000 △ 692,989 4,665,011 3,348,181 39.3

600,000 600,000 600,000 0.0

5,816,712 404,000 6,220,712 5,772,379 7.8

7,656,452 173,700 7,830,152 9,057,136 △ 13.5

142,345,000 1,511,914 143,856,914 116,086,800 23.9

586,989 586,989 588,913 △ 0.3

10,197,096 2,852 10,199,948 11,047,526 △ 7.7

73,801,469 148,829 73,950,298 46,142,380 60.3

9,213,894 140,000 9,353,894 9,548,025 △ 2.0

939,009 939,009 279,986 235.4

4,121,378 4,121,378 4,700,579 △ 12.3

5,183,563 202,000 5,385,563 6,758,501 △ 20.3

12,435,099 172,900 12,607,999 11,760,767 7.2

3,620,431 1,550 3,621,981 3,428,401 5.6

8,221,056 843,783 9,064,839 7,786,339 16.4

50,000 50,000 25,000 100.0

13,875,016 13,875,016 13,920,383 △ 0.3

100,000 100,000 100,000 0.0

142,345,000 1,511,914 143,856,914 116,086,800 23.9

分担金及び負担金

使用料及び手数料

区　　　分

歳
　
　
　
入

市 税

譲与税、交付金等

地 方 交 付 税

国 庫 支 出 金

計

県 支 出 金

財 産 収 入

繰 入 金

繰 越 金

寄 附 金 、 諸 収 入

市 債

歳
　
　
　
出

議 会 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

土 木 費

消 防 費

労 働 費

計

農 林 水 産 業 費

商 工 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費
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